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避難者情報の公開と個人情報保護

The Study on Providing the Evacuees Information and the 
Protection of Personal Information

- Attempt to Create the Database Using the Evacuees Information at Tohoku earthquake - 

高 木 義 和 *

要 約
　東日本大震災の際に，福島，岩手，宮城の避難所と避難者の情報が各県のホームページに掲載
された，5万人を超える避難者の個人情報に配慮した適切な取り扱いについて考察するため，震災
より２週間経過時点における３県の避難者名簿の内容について比較検討を行った．さらに，避難者
名簿をもとに効果的な安否確認検索と個人情報に配慮した限定的な情報検索が可能なデータベー
スの作成を試みた．避難者情報のデータ作成，公開範囲，公開方法，およびデータベース化にお
ける問題点を整理した．個人情報を含む避難者情報の公開のありかたについて考察した結果，避
難者情報の提供にあたっては，使用目的の明確化，目的に合ったデータ記入用紙とデータ記入マ
ニュアルの整備，データベース化環境の整備，デジタルデータ提供条件の検討，名簿公開に関す
る倫理規定の作成などが必要と考えられた．
キーワード：避難者名簿　避難所情報　個人情報保護　東日本大震災　データベース

1 はじめに
　2011年3月11日に発生した東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）による地震被害と，地震に
伴う津波被害，そして原子力発電所事故による被曝から逃れるため，岩手県，福島県，宮城県で
は多くの避難者が発生した．避難者および避難所情報は福島県では避難所入居者情報1)として，岩
手県では避難者名簿（避難先市町村別）2)として，宮城県では市町村別避難所・避難者リスト3) と
して公開された．福島県と岩手県では全避難者の情報を県レベルで集約した情報が，宮城県では
市町村毎に作成した１次情報が公開された．避難所はこれまでの大きな自然災害の際にも開設さ
れており，内閣府によると発災後 1 週間後の避難所数は1995年の阪神・淡路大震災では 1138 ヶ
所，2007 年の新潟県中越沖地震では 527ヶ所設置された．東日本大震災では避難所が 2182ヶ所
設置されこれまでの災害の中で最も多くなった 20)．避難所に関する調査研究はこれまでに，避難
所の選択行動 12)，情報通信ネットワーク 5, 17)，要援護者対応や福祉避難所 7, 8, 22, 23)，意識調査 11,  

18, 19)，管理運営 6)，仮設住宅の設置 10) など多く報告されている．個人情報の保護に配慮した避難
者名簿に関しては，内閣府から「2006 年に災害時要援護者の避難支援ガイドライン」21) が示さ
れたこともあり，要援護者の名簿作成事例が報告されているが 8, 21),  災害前の名簿作成事例とな
っている．避難所は被災地に比較的近い場所に設置される場合が多いが，東日本大震災では地震
と津波被害により宮城県と岩手県の避難者の大半は内陸部の高台にある避難所へ避難した．福島
県では地震被害と津波被害に加え原発事故による放射能汚染被害のため県外を含む遠距離かつ多
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方面の避難所への避難を余儀なくされた．そのため，避難者の安否確認や連絡先確認のために避
難者名簿公開の意義は大きかったと思われる．
　公開された名簿は氏名，年齢，住所などの基本情報から成るが，名簿の前後関係に注意すれば
家族構成や避難所以外の避難先（知人宅等）の情報を読み取ることができる．さらには電話番号
や連絡メモなどの個人情報そのものを含む名簿も存在した．大規模災害や事故等の緊急時におけ
る個人情報は，人の生命，身体又は財産の保護のために必要な場合とみなされ個人情報保護法の
第三者提供の制限の例外に該当すると考えられる 8, 9, 13)．しかし，安易な情報提供は，所在を知
られたくない人の情報を公開したり，留守家屋の所在地を明らかにしたりすることにもなる．ま
た主な使用目的が安否確認であれば本人の生命等の保護に必要とはいいがたい．県のホームペー
ジからリンクが張られていた，Google 社の「Person Finder」や朝日新聞社の「避難者人名検索」
は，県の公開した避難者および避難所情報を含むデータベースで，安否確認が主たる目的のため，
個人情報保護の観点から情報の扱いに注意が払われているようには感じられなかった．以上のよ
うな実態を踏まえ，個人情報を含む避難者情報の適切な公開のありかたについて考察することを
目的に，公開された３県の避難者名簿の実態調査を行うとともに， 公開された避難者名簿をもと
にデータベースを実際に作成し， 効率的な安否確認検索および個人情報に配慮した限定的な情報
検索について検討した．避難者名簿データの作成についても検討し，得られた知見をもとに避難
者情報の提供に関する提案を試みた．なお本報告の内容は情報システム学会第 7 回全国大会・研
究大会で発表した “ 避難者情報提供に関する一考察 ”16) に加筆したものである．

2 避 難 者 名 簿 の 取 得
　避難者名簿は 3 県の Web ページに公開されたファイルとして入手した．入手したデータは主
に発災後２週間目のデータである．基本的にはほぼ毎日更新されていたが入手した情報はその一
部である．いずれの名簿も閲覧制限はなく自由なアクセスが可能であった．
　表 1 に入手した福島県の避難者名簿一覧を示す．福島県は原発事故の影響により公開期間が
長かったことから 3月22日～5月10日の間で計 9 日のデータを入手した．表 2 に入手した岩手
県の避難者名簿一覧を示す．岩手県は 3月25日～4月8日の間で計 5 日のデータを入手した．表３
に入手した宮城県の避難者名簿一覧を示す．宮城県は 3月24日〜3月29日の間で計 3 日のデータ
を入手した．宮城県は県が集約したファイルがなく， 全て各市町村が作成したデータファイルで，
3月末には 300 を超えるファイル数が公開された．
　いずれの県も一部の避難者に重複があるものの総数が５～８万人程度の情報量であった．避
難所を移動する場合に新旧の避難所で登録されることが名簿に重複の生じる主な原因となった．
PC 上で１つのファイルとして扱うには負荷がかなり高かった．簡単な操作でも処理に数分を要
することがあり一般家庭にあるＰＣで容易に扱える情報量ではなかった．
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3  公 開 さ れ た ３ 県 の 避 難 者 名 簿
　公開された発災より 2 週間経過時点における 3 県の避難者名簿は，退所 / 入所のため重複があ
るものの各県別に総数が５～８万人程度，ページ数は A4 用紙で 500～1100 ページ程度であっ
た．情報の形態は，PDF ファイルあるいはエクセルファイルであった．避難者名簿の構成は県毎
に異なっていた．以下に福島県，岩手県，宮城県の避難者名簿の特徴を示す．

3.1 福島県の避難者名簿（避難所入居者情報）

　3月22日の時点で福島県の避難者名簿は，県全体の避難者を１つの表に整理した PDF ファイ
ルで県の Web ページから公開されていた．項目は①№， ②市町村名， ③避難所名， ④氏名， ⑤年
齢，⑥性別，⑦出身市町村名，⑧退去日の８項目であった．その後 3 月 28 日に①№，②住所，
③氏名，④年齢，⑤性別，⑥避難所所在地，⑦避難所名，⑧退去日に変更になり 5月4日まで基
本的に同一の項目が使用された．作成機関は，3月22日は避難所入居者情報センター，4月12日
は双葉郡支援センター，5月4日は福島県災害対策本部であった．作成機関が明示されたのは福
島県だけであった．福島県外の避難先の市町村や都県が作成した県外避難所の避難者名簿も含
まれていた．

3.2 岩手県の避難者名簿（避難先市町村別）

　3月24日時点で岩手県の避難者名簿は，県の Web ページからリンクが張られた各市町村の
ページに計 221 の Web ファイルとして公開されていた．表 4に3月24日時点おける岩手県の
避難者名簿の代表的な 10 パターンを示す ( 全パターンではない )．項目の数は氏名だけの 1 項

 

 
 
 
 

表 3　入手した宮城県の避難者名簿一覧

表１　入手した福島県の避難者名簿一覧 表２　入手した岩手県の避難者名簿一覧 

表1　入手した福島県の避難者名簿一覧 表2　入手した岩手県の避難者名簿一覧

表3　入手した宮城県の避難者名簿一覧
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目から，6 項目まで存在した．発災後 2 週間経過時点で避難者名簿の項目は統一されておら
ず，避難所の運営に必要となる性別・年齢を含むものは５パターンであった．このような名簿
データ収集段階における混乱は準備の不足によるものと思われ事前準備の重要性を示していた．
　3月25日以降の避難者名簿は県による全体名簿（１シート版）として PDF ファイルと Excel
ファイル（xls 形式）で公開された．3 県の中で唯一 Excel ファイルによる公開が行われた．3月
25 日以降の統一名簿では①日付，②市町村，③名前，④住所，⑤生年／年齢，⑥避難所，⑦性別，
⑧備考の８項目に統一された．

3.3 宮城県の避難者名簿（市町村別避難所・避難者リスト）

　宮城県の避難者名簿は県の Web ページから各市町村の管理するページにリンクが張られ，市
町村で作成したと思われるフォーマットで公開された．ファイル形式は PDF ファイル， Excel
ファイル（xls 形式）が混在していた．表 3 に示すように 3月29日は 349 ファイルが公開されて
いた．PDF ファイルには手書きの用紙を PDF 化したファイルが 44% 程度含まれていた．また
エクセルデータをプリントアウトしたものを PDF 化したファイルも含まれていた．宮城県によ
る統一名簿の作成・公開は行われなかった．

3.4 新潟県による新潟県外避難者の受け入れと避難者名簿の作成

　新潟県では福島県からの避難者を中心に平成23年3月31日の時点で 9222人を受け入れてい
た．9月2日に 6486 人にまで徐々に減少したものの，その後放射能被曝を避けるための避難者
が加わって増加に転じ 11月18日時点で 7011人となった．2012年1月6日現在で 7081人となっ
ている 4)．既に避難所は廃止され借上げ仮設住宅と公営住宅等が主体で，11月18日時点でそれ
ぞれ 4100と1024人となっている．
　避難所の運営は本来市町村の業務であるが今回は市町村の枠を超えていることから新潟県は県
として初めて名簿作成にかかわった．避難者への対応は福島県が責任者であることから，新潟県
は福島県の業務を手伝っている．新潟県で作成したデータは福島県に提供され福島県の避難者名
簿に反映されているようである．福島県の避難者名簿の中で新潟県が作成したと思われる新潟県
内の避難者情報には避難所運営に必要な年令・性別などの基本データのもれが少なかった．これ
は地震・水害などによる避難所運営に関する新潟県内市町村の経験が反映されたものと考えられ
た．

 

表 4岩手県の 3月 24 日時点おける避難者名簿の代表的な 10 パターン 

 

 
 

 
 
 

表4　岩手県の3月24日時点おける避難者名簿の代表的な10パターン
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4  公 開 デ ー タ の テ キ ス ト 化 と デ ー タ ベ ー ス 化
　避難者名簿のデータベースによる公開は 3 県とも実施の対象になっていなかったが， データ
ベース化により効果的な安否確認検索や，個人情報に配慮した限定的な情報公開が可能になる．
そこで，公開された 3 県の避難者名簿を使って県別のデータベース化を試みた．福島県の避難者
名簿データベースは，平成23年3月26日の PDF データ「統合ファイル : hinansyalist0325.pdf」
を使用してデータベース化を行った．データは 61,998 行から構成されていた．岩手県の避難者
データベースは平成23年3月25日のエクセルファイル「統合ファイル : ★ 2303252100_ 全体名
簿（１シート版）.xls」を使用してデータベース化を行った．データは 52,585 行から構成されて
いた．宮城県の避難者名簿データベースは，表 5 に示すように平成23年3月29日に公開されてい
た全 349 ファイルから，手書きとイメージデータを除いた 195 ファイルを使用してデータベース
化を行った．手書きのデータが多かったことからテキスト化は 3 県の中で最も困難であった．デー
タは計 68,601 行となった．

4.1 PDF のデータのテキスト化と正規化

4.1.1 福島県の公開データのテキスト化
　県全体の避難者は１つの PDF ファイルで公開されていたので列名は統一されていた．Acrobat 
X pro で PDF ファイルを開き Excel 形式を指定して，PDF ファイルから Excel ファイルの作成
を試みたが行列とも大幅に乱れた．PDF ファイルから直接テキスト化することは困難であった
ので，PDF ファイルからテキストデータをエディター画面に直接張り付けて編集し正規化した．
PDF ファイルの基になったファイルにはデータが作成された時点のフォーマット情報の一部と思
われる「意味のない改行コード」「不要な全角と半角の空白」などが残っており，正規化の障害と
なった． Excel による正規化は件数が多いことから多くの処理時間が必要となるため断念した．
4.1.2 岩手県の公開データのテキスト化
　PDF ファイルと Excel ファイルで公開されたが，Excel の xls 形式を csv 形式に変換すること
で容易にテキスト化・正規化を実現できた．3 県の中でデータベース用テキストデータの作成は
最も容易であった． 
4.1.3 宮城県の公開データのテキスト化
　宮城県の公開されたファイルには，① Excel ファイル，② Excel ファイルから直接作成された
PDF ファイル，③ Excel ファイルをプリントアウトした紙面をスキャンした PDF ファイル，④
手書きの紙面をスキャンした PDF ファイルが混在した．②の場合はテキストデータを取り出せる
が Acrobat X pro を使用しても，フォーマットまで取り出すことはできなかった．③，④の場合
はイメージデータから手入力が必要であった．

表５　宮城県の 3月 29 日の避難者名簿からテキスト化した 195 ファイル

Excel

 表５　宮城県の3月29日の避難者名簿からテキスト化した195ファイル
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　列名の統一ができていないこと，データが正規化されていこと（１行に１家族全データの記述，
分割されたセルの存在など）がテキスト化の最も大きな障害となった．「全角と半角」「かなとカナ」

「男性と男」「年月日」などの表記の不統一もテキスト化の障害となった．ボランティアの学生に
テキスト化を依頼するためには，事前に列名および表記方法を統一してテキスト化を依頼する必
要が生じた．事前に統一できない事項も多くテキスト化の指示を行うための時間が想像以上に必
要となった．
4.1.4 公開データのテキスト化の問題点
　Excel データのテキスト化における問題は，件数が多いため処理時間が必要であったこと以外
に基本的な問題点はなかった．Excel ファイルから作成されていた PDF ファイルのテキスト化に
おいては直接のテキスト化はフォーマットが崩れるため困難であった．正規化のため編集をエク
セルで実行すると処理に時間がかかり現実的ではなかった．並び替えといったファイル全体の処
理だけではなく行を挿入するといった簡単な処理にも数分を要した．宮城県のように１ファイル
に統合していない場合は，正規化に多くの時間が必要で，たとえ Excel ファイルで公開されてい
ても，テキスト化作業には多くの労力が必要となった．データが正規化されていることが，公開
情報の電子的な利用において最も重要であった．

4.2 データベースの作成

　 避難者名簿データベースは県別に作成した．Web 上で検索できるよう Linux サーバで Postgre
SQL と PHP を使用してデータベースを作成した．データベース作成を卒業論文で指導するため
に準備していた PostgreSQL のテーブル定義用ファイル，csv データを１行毎に insert 文にする
変換ファイル，標準的な検索を実行するための PHP ファイルを利用して作成した．
　安否確認のための検索（存在情報の提供）を前提としてデータベースを作成した．列名は公開
された名簿の項目を基準とした．福島県の場合は，番号，住所，氏名，年齢，性別，避難先市町村，
避難先名称，退去日とした．岩手県の場合は，番号，日付，市町村，氏名，住所，年齢，避難所，
性別，備考とした．宮城県の場合は，番号，住所，氏名，年齢，性別，避難先市町村，避難先名
称，退去日に統一した．安否確認を目的とするのであれば，個人を特定できる順に，例えば，番
号，氏名，年齢，性別，住所，避難先名称，避難先市町村，退去日，備考の順に表示したほうが
利用者に有用と考えられた．
　テーブルの定義の際に退去日のデータ型を日付にするかテキストにするかは，データベースを
作成するためには重要であるが，１次データ作成の際には重要な問題ではない．名簿作成段階か
らデータの表記を統一することは困難であると思われたのでテキスト型とした．備考は有用な情
報ではあるが，電話番号や退去先の個人の連絡先などの個人情報が含まれる可能性があるので公
開対象から除くほうが適当と思われた．
　データベースは個人情報に配慮し，氏名の 1 文字以上と，年齢，性別，住所，避難先名称，避
難先市町村から１項目以上のデータを入力しないと結果が表示されないように設定した．氏名を
含む 2 項目以上の入力を必須とすることで効果的な検索と，個人情報に配慮した限定的な情報提
供に有効であると考えられた．中間一致検索を可能にしたため検索件数が多くなるとシステムに
負担がかかるが，2 項目以上のデータ入力を必須とすることでシステムへの負担を軽減すること
ができた．
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5 避 難 者 情 報 の 作 成 と 、 そ の 公 開 方 法 に 関 す る 考 察
　3 県の避難者名簿の内容比較と， 避難者名簿のデーベス化の試みを通して，避難者名簿の作成
や避難者名簿の公開には以下のような準備や検討が必要であると考えられた．

5.1  避難者名簿の作成

5.1.1 使用目的の明確化
　安否確認，避難所運営，健康管理など情報の利用目的を事前に明確にすることにより，目的に
あった項目を決定することが可能となり，個人情報の扱いも明確になる．安否確認のためには列
名として番号，氏名，年齢，性別，住所，避難先名称，避難先市町村，退去日，備考が必要と考
えられた．避難所の管理・運営のためには，氏名，年齢，性別は必須である．長期にわたる避難
者支援のためには，避難者の時系列的な移動を把握できるよう入所前の，避難先情報などが必要
となる．避難所運営の面からは病気など健康面で問題のある避難者については，本人の了解を得
られた情報について別途整理すると有効である．なお公開された名簿にある住所の欄は避難前の
住所で入居前の避難先情報ではないため現在のフォーマットでは時系列的な移動を把握できない．
　総務省の「全国避難者情報システム」は 2011年5月25日より受付を開始した．避難先の市町
村に，氏名，生年月日，性別，避難される前の住所，避難先の所在地等を届け出ることになって
いる．内容は避難者名簿と同一の内容であることを考えると避難者名簿との情報共有を検討す
る価値は高いと考えられた 12，21)．

5.1.2 避難者データ記入用紙の事前準備
　事前に記入例を含む記入用紙および PC 入力のため Excel ファイルを準備することが必要と考
えられた．今回のように避難先が市町村あるいは都道府県の枠を超える場合には，住所は都道府
県から始まる表示のほうが安否確認には利用しやすい．Excel によるデータ入力環境（PC・電源）
を整え，対応できない場合は紙ベースの記入用紙に記入する必要がある．表 6 に避難者名簿記入
用紙の例を示す．

5.1.3 データ記入マニュアルの整備
　1 行に 1 名を，1 セルに 1 データを記入するなど正規化のルールを示すマニュアルが必要と考
えられた．マニュアルには 1 行に１家族を書き込んだような不適切な事例を示すことも効果的
と思われた．他に，男性と男， 2011/3/21と2011年3月21日，62と62 歳など混在する表記を統一
する必要性を説明するマニュアルも必要である．さらに，個人情報に配慮した名簿作成が必要
なことを明示する必要がある．

5.2  避難者名簿の公開

表 6　避難者名簿記入用紙の例

 

名簿作成日　2011 年 4月１日

表6　避難者名簿記入用紙の例
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5.2.1 データベースによる情報提供
　避難者名簿には個人情報が含まれるので都道府県が責任を持って個人情報にも配慮した情報提
供を行うことが望ましい．そのためには効果的な安否確認検索が可能でかつ，個人情報に配慮し
た限定的な情報公開が可能なデータベース化が望ましい．そのため緊急時に備えてデータベース
による情報提供を実現できる体制の整備が望まれる．体制の整備には手書き情報をテキスト化す
るボランティアの組織化を含める必要がある．
5.2.2 とテキスト化した名簿情報の公開
　支援機関等への名簿提供にあたっては，無条件に公開するのではなく，取扱いの基準を示した
うえで，事前申請に基づいて PDF ではなくテキストデータで提供することが好ましい．
5.2.3 個人情報取り扱いに関する倫理規定の整備
　避難者名簿作成に関するガイドラインあるいは倫理規定を作成し，市町村で組織する個人情報
保護審議会や倫理委員会といった委員会で事前審査を受けることが望ましい．その中で，避難者
名簿の公開方法，公開項目，公開期間などの基準を示すことが必要である．
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